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特集／アジア・中東における「伝統」・環境・公共性
セッション 3：アジアにおける環境政策と社会変動
世界的都市における環境主義
─インド・デリーにおける都市貧困層と生活のための闘い
インド・経済成長研究所助教授　　
アミター・バーヴィスカル
　世界でもっとも汚染度の高い都市である、インドの首都デリーでは、1990
年代に大気と水の汚染度を低めるための一斉キャンペーンが行われた。インド
最高裁判所の権威によって支持された環境主義者は、デリーにおける数千もの
工場の閉鎖に成功した。閉鎖に向けて陳情した人も裁判所も、清浄な空気と水
がもたらす、誰もが享受できる利益として規定される「公共的利益」を実現す
るための活動として、これらの法的な積極的行動主義を正当化した。メディア
や広範な中間層の都市市民も、彼らの行動を支持した。この「公共的利益」の
追求によって、限界的状況に追い込まれたのは、多くの工場所有者と、生活の
糧を失った何十万人もの貧しい労働者であった。きれいな空気と水という環境
上の善の追求が、いかにして、社会の最も脆弱な階層の人々の一部で生活条件
の悪化をもたらし、飢えや栄養不良をもたらしたのであろうか？労働者にとっ
ての環境上の優先度は、なぜ考慮されなかったのか？この反汚染キャンペーン
は、どのようにして、経済自由化と関連した都市の再開発の過程とからみあっ
たのか？環境改善と都市開発のキャンペーンが、広範な立退きを正当化したり、
それに反対したりする、対立的な科学的な見解を、どのように動員したか？⒜
環境上の価値、⒝民主主義的な代表性、⒞科学的に十分に説明された政策決定
と実施の 3 問題が、デリーの汚染問題を理解する上で、決定的に重要である。
　デリーの大気汚染を巡る対立は、インドの環境主義の支配的な見解を正すと
いう重要な役割を果たす点で注目に値する。インド環境主義には、二つの支配
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的な分析枠組みがある。一つは「精神的エコロジー論」で、もう一つは「政治
的エコロジー論」の考えといっていいであろう。両者ともに、インドの環境行
動に独特のエトスがあるとしている。ヴァンダナ・シヴァに見られるように、「精
神的エコロジー」論者は、インドの環境を巡る闘いは、自然支配を志向する男
性的願望のようなユダヤ的キリスト教的な価値観に対する、文明的批判に基づ
くものであると主張する。ヒマラヤの麓の山で、政府の森林計画に反対して抗
議を行った女性は、共有する女性性の本質への認識に基づいて、自然を崇尊す
るヒンドゥー的な倫理を体現している、ということになる。ヒンドゥーの環境
上の価値についてのシヴァの主張は、植民地化される以前のインド社会を時代
とともに変わらないものとして固定化し、そこから非歴史的に再構成した、不
平等や対立のない社会という想定のうえに成り立っている。この主張は、多様
な宗教的・イデオロギー的な信教システムの間の対立を無視している。シヴァ
の議論は徹底した批判を浴びてアカデミックな世界では全く信頼性を失ってし
まっているが、広い範囲に広がって、東洋的な啓発を求める西洋的な「新時代」
の人々から、栄光の昔に文化的な優秀さを求めるヒンドゥー・ナショナリスト
まで、多様な見方の形成に影響を与えてきた。
　Ramachandra Guha や Madhav Gadgil の学問に代表されるような、イン
ドの「政治的エコロジー論」は、環境上の対立を、Henry Bernstein がいうと
ころの「邪悪な国家」と「高潔な農民」の対立という型にあてはめて理解しが
ちである。「政治的エコロジー論」は、環境行動主義を、国家によって後押し
された開発への抵抗であり、それによって、貧困な農民、森林産物収集者や漁
民が、有力なエリートの利益に奉仕する搾取的な国家の手から彼らが生きてゆ
く手段を取り返すことを目指している、というように描く。このような環境的
な活動は、「赤」と「緑」の社会的公平性の価値観を、生態上の持続性の実現
と結びつける。Guha は、インドの環境主義の中で並立したり相互に結びつい
たりする異なったイデオロギー潮流を注意して区分けしているが、彼の議論は、
生産的な資源の分配における不正義の解決を目指すものとして、「南」特有の
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環境主義に根拠を提供するものとなっている。国家主導の資本主義の搾取的な
経済の代わりに、インド環境主義は、貧困層の生存の必要を優先したモラル経
済をもう一つの経済として対置している。
　デリーの大気汚染をめぐる動員の事態は、これら二つの理解の枠組みの問題
性をうきぼりにする。この運動は、「邪悪な国家」の要素を含んでいる。とい
うのは、それは、何千人もの労働者を仕事から追放するために、国家の要員―
―最高裁の判事、汚染規制局の科学者、行政者――を結びつけたのである。ただ、
この国家の行動は、資本家のための自然資源の搾取のためではない。実際、デ
リーにおける多くの小規模工場所有者にとっては、それはマイナスに作用する。
資本家と労働者は一緒に居心地の悪い連合に投げ込まれて、そこに労働組合や
人権擁護組織、政党を超えて政治家が加わる。国家の行動は都市人口全体の健
康の保護を目的としており、「公共の利益」が一部の利害によって破壊されて
いると感じている中産階層の市民グループや科学環境センターのような NGO
によって支持されている。しかし、本発表で見るように、「公共の福祉を守る」
権威主義的な行動は、最も弱い立場の人々の基盤をさらに堀崩す。デリーにお
ける汚染企業の閉鎖は、公衆衛生や環境的利益という公共的利益に貢献するよ
うに見えるが、これらの行動の結果は、すでにある社会的格差を更に拡大させ
ることになる。環境主義の形成過程が極めて複雑であることを認識しながら、
インドの環境主義を改めて再考する必要があることを示している。
